
  
 

 

 

Ｑ１ 機構を通じて農地を借りたいが、どこに相談すればよいですか？ 

Ａ 機構は市町村が作成した「地域計画（目標地図）」に位置付けられた者に対して農地の貸し付 

けを行います。 

 また、地域計画外の区域についても、農業委員会が機構に対して促進計画を定めるべきこと 

を要請する等により、機構を通じた権利設定は可能となっています。 

  このため、農地の貸し借り等のご相談については、該当地域の「地域計画」の策定主体であ

る市町村または農業委員会にお問い合わせください。 

機構にも相談窓口を設置していますので、お気軽にお問い合わせください。 

 

Ｑ２ どんな農地でも、借り受けてもらえるのですか？ 

Ａ 市街化区域以外の農地に限ります。 

ただし、次のような農地は借り受けできません。 

   ①利用状況調査において、再生利用が困難と判定されている農地 

   ②用排水や接道がないほか、農業機械での作業等に支障がある狭小地、傾斜地であるなど

利用することが著しく困難な農地（土地改良事業等による利用改善が予定されている農

地を除く）   

      ③地域の事情を考慮して、すみやかに貸付けができない農地など 

 

Ｑ３ いつでも農地を機構に預けることができますか？ 

Ａ 農地中間管理事業の必要書類の提出スケジュールは、下記のとおりです。 

  各市町村によって、募集時期や書類の提出時期が異なっています。 

    お早めに農地の所在地の担当課にお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ４ 借受期間に決まりはありますか？ 

Ａ 原則、３年以上の期間です。 

 

Ｑ５ 農地中間管理事業の利用に手数料は必要ですか？ 

Ａ 機構では、出し手、受け手とも、手数料をいただいておりません。   

 

Ｑ６ 農地中間管理事業を利用した場合、借賃はどのように決まりますか？ 

Ａ 農業委員会が提供する借賃情報等を参考に、出し手と受け手双方の希望を調整して決めるこ

ととなります。 

必要書類の提出スケジュール

１月配分 ２月配分 ３月配分 ４月配分 ５月配分 ６月配分 ７月配分 11月配分 12月配分

市町村窓口の提出時期 11月上旬頃 12月上旬頃 １月上旬頃 ２月上旬頃 ３月上旬頃 ４月上旬頃 ５月上旬頃 ９月上旬頃 10月上旬頃

貸借の開始日 1/31 2/28 3/31 4/30 5/31 6/30 7/31 11/30 12/31

借賃の徴収・支払 　翌年の徴収・支払今年の徴収・支払

よくある質問 



Ｑ７ 機構が借り受けた農地の貸付先は、どのようにして決めるのですか？ 

Ａ  地域ごとに作成される「地域計画」等を踏まえ、担い手がまとまりのある形で農地を利用で 

きるように貸し付けることとしています。 

各市町村、農業委員会の意見を聞きながら、農地の促進計画（配分）案に基づき知事の認可

を受け、貸し付けます。 

 

Ｑ８ 契約期間中に、賃借料を変更することは可能ですか？ 

Ａ 出し手と受け手の双方が了解していれば、可能です。 

その際は、出し手と受け手の双方から借賃改訂の書類を提出していただく必要があります。 

なお、改訂の手続きは、借賃改訂の行いたい年の７月末までに行ってください。 

 

Ｑ９ 農地の賃料は、いつ徴収したり、支払われたりしますか？ 

Ａ 機構が借り受け、貸し付けた農地の賃料は、11 月に徴収・支払することとしています。 

具体的には、①受け手（担い手）からの賃料の徴収は、１１月１０日に、②出し手（所有

者）への賃料の支払は、１１月３０日に行います。 

  なお、１１月１０日及び１１月３０日が休日の場合は、徴収は金融機関の翌営業日、支払は

金融機関の前営業日となります。 

 

Ｑ10 土地改良区の賦課金の負担者はどうなるのでしょうか？ 

Ａ 土地改良区の賦課金は、農地の所有者または耕作者に負担していただくことになります。 

農地中間管理事業のご利用にあたっては、賦課金の負担者（所有者または耕作者）を明確に

していただくこととしています。 

 

Ｑ11 借受（貸付）契約は、期間満了後、自動的に更新されるのですか？ 

Ａ 促進計画が満了した場合は、促進計画は自動的に更新されません。 

  新たな促進計画を改めて作成していただく必要があります。 

 

Ｑ12 引越しにより住所が変更になったが、何か手続きが必要ですか？ 

Ａ 「住所変更届出書」を提出していただく必要があります。 

お早めに農地の所在地の市町村担当課または機構にお問い合わせください。 

 

Ｑ13 共有状態の農地を貸したい場合、どのようにすればよいですか？ 

Ａ １／２を超える共有持ち分を有する者の同意が得られていれば、機構は農地を借り受けるこ

とが可能であり、その後に当該農地を受け手に貸し付けることとなります。 

  また、共有者が１／２以下であっても、共有者のうち一人でもわかっていれば、農業委員会

の探索・公示（２か月）の手続きを経て、機構が借受できる仕組みがあります。 

 

Ｑ14 農地にハウス等の農業用施設を設置したいのですが可能ですか。 

Ａ 機構から借り受けた農地に農業用ハウス等の農業用施設を設置しようとする場合、受け手は

市町村や農業委員会に事前に相談し、出し手と書面での同意を得る必要があります。 

また、契約が終了した場合には、原則、自分が設置した農業用施設を収去して原状を回復す

る義務を負うことになります。 

 



Ｑ15 受け手が賃料を滞納し合意解約にも応じない場合、どうすればよいですか？ 

Ａ 機構が賃料の不払いを理由に受け手との賃貸借を解除したい場合、農地法１８条に基づき、

知事の許可を受けて対応することになります。 

賃借人の賃料の滞納（民法 541 条）は、信義に反した行為として想定されており、農地の賃

貸借を解除できるとされています。 

 

Ｑ16 機構に貸している農地を相続しましたが、何か手続きが必要ですか？ 

Ａ 促進計画の貸し手の名義や賃借料を振り込む口座の変更手続きが必要です。 

  また、相続人が新たな農地の所有者となった場合であっても、賃貸等の契約は相続人に引き

継がれることになります。 

 

Ｑ17 出し手が死亡し相続人は全員相続放棄したが、引き続き、受け手は農地を借りる

ことができますか？ 

Ａ 相続放棄されても当初の契約は有効であり、借受期間満了まで継続することができます。 

  なお、その間は出し手がいないことから契約の変更はできません。 

  また、期間満了後は、農地法に基づく所有者不明農地の手続きにより知事裁定の申請を行

い、農地を借り入れることもできます。 

 

Ｑ18 受け手が死亡した場合、何か手続きが必要ですか？ 

Ａ 促進計画の借り手の名義や賃借料の振替口座の変更手続きが必要です。 

  なお、使用貸借の契約期間中に受け手が死亡した場合、受け手の相続人が引き続き終期まで

使用貸借を継続することができます。（「2 共通事項」に記載） 

  また、受け手の相続人に耕作の意思がなければ、受け手の相続人と農地の賃貸借の合意解約

の手続きが必要になります。 

 

Ｑ19 機構に貸し付けている農地を売買や転用することは可能ですか？ 

Ａ 可能です。 

ただし、出し手と機構、受け手と機構で合意解約の手続きをしていただく必要があります。  

          

Ｑ20 機構を活用した農家負担ゼロの基盤整備事業について教えてください。 

Ａ 農地中間管理機構関連農地整備事業は、施工地域の全ての農地について、機構が 15 年以上

の借り受けをしていることや、事業対象面積が 10ha 以上（市町村が実施主体の場合または中

山間地域の場合は 5ha 以上）であること等の要件を満たす場合に、農家負担ゼロで基盤整備が

できる事業です。 

  詳しくは、県農林振興センターや機構へお問い合わせください。   

          

         

        

 

 

 

 

※農林水産省 HP はこちらから             


